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犯罪収益流通防止法案（仮称）の検討状況について

（弁護士規定関係）

「犯罪収益流通防止法案（仮称 」については、６）
月に概要を公表したが、その後次期通常国会への提出
を目指し法文化の作業を進めているところである。
法案は、本人確認、疑わしい取引の届出等の義務を
従来の金融機関から不動産業者等の業種にも拡大する

ことを内容とするものである。その中で、新規の対象
業種として予定されている弁護士については、これま
で日本弁護士連合会（日弁連）を中心に反対意見が表
明されたことなどを踏まえ、法案にどのように位置付
けるべきか、これまで関係省庁、日弁連等との意見交
換を進めてきた。
当方では法務省とともに、守秘義務及び弁護士自治

等に関してこれまで示されてきた懸念を踏まえ、この
度、同法案における弁護士の位置付けとして別添のと
おり考え方をまとめ、同会に提案し検討を依頼したと
ころである。



別添 

（日弁連への提案内容） 

 

犯罪収益流通防止法案（仮称）における弁護士等の位置付けについて 

 

１ 法律・会計専門家一般について 

（１）法律・会計専門家は、ＦＡＴＦ勧告の趣旨に従って本人確認、取引

記録の保存及び疑わしい取引の届出の措置を講ずる責務を有するこ

ととする。（（具具体体的的なな内内容容ににつついいててはは検検討討中中。。以以下下ににつついいててもも同同様様。。）） 

（２）現在法律の規定により法律・会計専門家に課されている守秘義務の

範囲は、本法の疑わしい取引の届出に関する規定により変更される

ものではない。 

 

２ 弁護士について 

（１）弁護士が講ずべき１（１）の措置の内容については、他の法律・会

計専門家の例に準じて日本弁護士連合会の会則により定めることと

する。 

（２）弁護士による疑わしい取引の届出は、日本弁護士連合会に対し行う

こととする。 

（３）政府と日本弁護士連合会とは、犯罪収益等の流通の防止に関し相互

に協力しなければならないこととする。 

（４）弁護士が講ずべき措置に関し、行政庁による監督は行わない。 

 



ＦＡＴＦ勧告を満たし、日弁連の懸念にも応えられる着地点に
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諸外国における弁護士の位置付けとの比較

犯罪収益流通防止法案（仮称）犯罪収益流通防止法案（仮称） 諸外国（※）
（英・伊・仏・独）

諸外国（※）
（英・伊・仏・独）

●罰金又は禁固刑（英）
●行政罰（伊、独）
●監督官庁による行政処分（仏）

●罰金又は禁固刑（英）
●行政罰（伊、独）
●監督官庁による行政処分（仏）

※平成１８年９月までの調査結果による。


